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１ 令和４年度国民健康保険事業費納付金 算定結果 概要

１

【参考２】納付金の算定式（概要）

【参考１】算定の基礎となる数値 ※（ ）内は前年度比

○被保険者数 ： ２８３，３００人 （▲１０，３０２人（▲３．５１％））

○世 帯 数 ： １７２，１１７世帯（▲６，５１４世帯（▲３．６５％））

○１人当たり所得（医療分）： ５２２，６３５円 （＋ ４５８円（＋０．０９％））

○１人当たり医療費 ： ４０１，２０１円 （＋１９，４７１円（＋５．１０％））

○納付金総額 ： 約４１１．７億円（＋約３．５億円（＋０．８５％））

① 保険料負担分 ： 約３１２．９億円（＋約０．２億円（＋０．０７％））※Ｐ２参照

② 財政安定化支援事業分 ： 約 ９．９億円（＋約０．３億円（＋３．５０％））

③ 保険者支援制度分 ： 約 ２５．５億円（▲約１．１億円（▲４．０５％））

④ 県繰入金(見える化)分 ： 約 ６３．４億円（＋約４．０億円（＋６．６７％））

○１人当たりの納付金額（①保険料負担分）： １１０，４６０円（＋３，９５５円（３．７１％））

○市町村ごとの納付金額（①保険料負担分）： 増加１８市町村、減少２１市町村 ※Ｐ４参照

（ ）内は前年度比

医療給付費等総額
（県全体）

① 県全体の保険料収納必要総額を算定

公費等

－

保険料収納

必要総額

（県全体）

② 各市町村の納付金額を算定

×
保険料収納

必要総額

（県全体）

各市町村の
・被保険者の所得水準
・被保険者
・世帯数 のシェア (※１）

×
各市町村の
標準的な収納率
（※２）

各市町村の
納付金

（①保険料負担分）

＝×
調整
率
(※３)

（※１）介護分は被保険者の所得水準及び被保険者数のみ

（※２）市９７％・町村９９％の２区分で設定（Ｒ３年度～）

（※３）県全体の保険料収納必要総額となるよう、一律の率で最終割戻し

県繰入金
（見える化分）

＋
県繰入金（見える化）

分納付金

交付金（見える化分）

県全体の保険料必要総額算定の際に差し引かず、
各市町村へ交付金としていったん交付 交付された額を納付金の一部として納付

（Ｒ３年度～） （Ｒ３年度～）



○令和３年１２月に国から示された確定係数等をもとに、国の算定方法に準じ、本算定を実施

【算定結果（諸数値）】

２

＜令和４年度国民健康保険事業費納付金 算定結果 諸数値＞

Ｒ４算定
（Ａ）

Ｒ３算定
（Ｂ）

増減額等
（Ａ－Ｂ）

増減率
（Ａ／Ｂ）

備考

医療費/人 円 401,201 381,730 ＋19,471 ＋5.10%
新型コロナ影響からの反動による
医療費増

後期高齢者支援金/人 円 60,365 59,441 ＋923 ＋1.55% 後期高齢者医療費の増

介護納付金/人 円 23,111 22,000 ＋1,111 ＋5.05% 介護給付費の増

被保険者数 人 283,300 293,602 ▲10,302 ▲3.51%

世帯数 世帯 172,117 178,631 ▲6,514 ▲3.65%

所得総額（医療分） 百万円 148,062 153,312 ▲5,250 ▲3.42%

一人当たり 円 522,635 522,177 ＋457 ＋0.09%

見える化交付金（旧１号） 百万円 6,343 5,946 ＋397 ＋6.67%

一人当たり 円 22,388 20,252 ＋2,136 ＋10.55%

対象市町村 市町村 39 39 ＋0 ＋0.00%

財政調整基金活用総額 百万円 1,589 － 皆増 －

一人当たり 円 5,609 － 皆増 －

対象市町村 市町村 39 － 皆増 －

激変緩和総額 百万円 1,003 130 ＋873 ＋669.18%

一人当たり 円 3,540 444 ＋3,096 ＋697.15%

対象市町村 市町村 39 14 ＋25 ＋178.57%

百万円 8,934 6,076 ＋2,858 ＋47.04%

一人当たり 円 31,537 20,696 ＋10,841 ＋52.38%

納付金総額（保険料分） 百万円 31,293 31,270 ＋23 ＋0.07%

一人当たり 円 110,460 106,505 ＋3,956 ＋3.71%

各市町村の被保険者一人当たり
計画納付金額を維持

項目

団塊の世代の後期高齢者医療制
度への移行等による減

県公費による保険料の抑制

新型コロナ影響からの反動に
よる医療費増への対応に活用
し、保険料を抑制

R4激変緩和財源を最大限活用

県による保険料抑制総額
－

国算定省令に基づく算定
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出典：国民健康保険診療報酬等請求内訳書（奈良県国保連合会）【医療費】
国民健康保険事業月報（厚生労働省）にかかる報告値（奈良県）【被保険者数】 ３

＜新型コロナ禍における奈良県国保の一人当たり医療費の動向（月次推移）＞

＜医療費の推移に係る評価＞
○一人当たり医療費は、新型コロナの新規感染者数の増加（感染拡大）局面では、

医療機関への受診控え等により抑制される傾向にあった。しかし、Ｒ３年度に入り
受診控え等の反動（リバウンド）が出てきたため、一人当たり医療費は新型コロナ
以前の水準をも上回ってきており、この傾向は今後も継続するものと考えられる。

第１波 第２波 第３波 第４波 第５波 第６波

新型コロナ
感染者数



（注）
１人当たり納付金額は、「各市町村の納付金額／被保険者数（納付金算定時の見込）」で算出した金額であり、被保険者が実際に支払うべき
保険料（税）額ではない。

＜令和４年度 市町村別の国民健康保険事業費納付金（保険料負担分）の状況＞

増加1８市町村
減少２１市町村

増加39市町村
減少０市町村

令和４年度
納付金額
（千円）

１人当たり

対前年度
増減率

納付金額
（円）

対前年度
増減率

県計 31,293,458 0.07% 110,460 3.71%

奈良市 8,025,553 ▲2.02% 112,804 1.36%

大和高田市 1,448,335 ▲1.77% 97,531 1.07%

大和郡山市 1,938,414 0.88% 106,782 4.11%

天理市 1,423,460 1.53% 102,128 4.19%

橿原市 2,678,484 ▲1.22% 105,336 2.49%

桜井市 1,380,267 ▲0.40% 103,577 2.66%

五條市 863,662 ▲2.03% 106,546 1.48%

御所市 614,728 ▲1.53% 97,731 3.69%

生駒市 2,733,227 4.06% 129,968 7.94%

香芝市 1,567,786 ▲2.66% 112,161 1.29%

葛城市 834,322 ▲0.15% 103,181 4.50%

宇陀市 828,178 6.24% 106,163 9.95%

山添村 94,808 ▲0.48% 105,225 2.94%

平群町 523,109 5.84% 126,630 10.61%

三郷町 513,360 2.46% 113,525 6.63%

斑鳩町 611,886 2.05% 114,414 7.16%

安堵町 187,621 ▲2.42% 101,747 1.45%

川西町 213,099 0.30% 108,392 3.92%

三宅町 163,231 ▲0.99% 105,857 3.50%

田原本町 744,268 ▲1.98% 108,399 2.24%

令和４年度
納付金額
（千円）

１人当たり

対前年度
増減率

納付金額
（円）

対前年度
増減率

県計 31,293,458 0.07% 110,460 3.71%

曽爾村 42,640 3.64% 109,897 4.97%

御杖村 41,697 0.04% 98,110 5.22%

高取町 161,807 ▲4.69% 104,662 1.04%

明日香村 175,407 6.47% 118,358 10.20%

上牧町 529,358 5.05% 106,747 8.67%

王寺町 539,468 4.20% 120,390 7.97%

広陵町 858,727 4.27% 121,961 6.80%

河合町 448,271 2.73% 119,348 7.82%

吉野町 217,701 1.71% 112,217 7.32%

大淀町 440,710 1.95% 109,684 4.79%

下市町 142,377 ▲2.01% 106,172 2.52%

黒滝村 19,964 ▲7.92% 114,735 0.55%

天川村 59,200 ▲1.55% 128,138 1.64%

野迫川村 7,744 ▲3.50% 104,654 4.32%

十津川村 97,286 ▲1.14% 117,212 3.39%

下北山村 24,584 5.61% 111,746 7.53%

上北山村 11,884 ▲6.56% 125,092 5.24%

川上村 36,115 ▲4.14% 106,222 2.06%

東吉野村 50,720 ▲6.21% 106,554 2.46%

４



歳 出
1,297.1億円

保険給付費等交付金
1,050.6億円（81.0%）

後期高齢者支援金等
171.0億円（13.2%）

介護納付金
65.5億円（5.0%）

⑤

⑥

予算総額 1,297.1億円（対前年度 ＋15.7億円（＋1.2％））
（主な増減要因）
医療給付費の増 +15.6億円、後期高齢者支援金の減 ▲3.5億円、介護納付金の増 ＋0.9億円、その他 ＋2.7億円

○歳入予算の主な内訳
前期高齢者交付金 413.4億円（歳入予算全体の31.9％）、国保事業費納付金等 413.5億円（同31.9％）、
国庫支出金 370.1億円（同28.5％）

○歳出予算の主な内訳
保険給付費等交付金 1,050.6億円（歳出予算全体の81.0％）、後期高齢者支援金等 171.0億円（同13.2％）、
介護納付金 65.5億円（同5.0％）

２ 令和４年度奈良県国民健康保険事業費特別会計 歳入歳出予算 概要

歳 入
1,297.1億円

国庫支出金
370.1億円（28.5%）

前期高齢者交付金
413.4億円（31.9%）

国保事業費納付金等
413.5億円（31.9%）

①

②

③

一般会計繰入金
79.9億円（6.2%）

＜歳入＞ ＜歳出＞

特別高額医療費共同事業交付金
3.1億円（0.2%）

総務費
5.7億円（0.4%）

その他 4.4億円（0.3%）
特別高額医療費共同事業拠出金
3.1億円

国庫等返還金 0.6億円
前期高齢者納付金等 0.4億円
基金積立金 0.3億円

その他 17.1億円（1.3%）
基金繰入金 16.8億円
財産運用収入 0.3億円④

⑦

５



厚生労働省説明資料

＜未就学児均等割軽減（Ｒ４～）の概要＞

６

奈良県国保の対象者数見込み（Ｒ４）

約６千人（未就学児）

○国保における子ども（１８歳
未満）の均等割保険料軽減
措置の対象範囲及び軽減
割合の拡充について、国へ
の要望活動を継続。

＜世帯当たり保険料のイメージ＞

報酬に応じて
保険料を算定

（応能）

所得割

応益分

応能分

平等割
（世帯均等）

均等割
（ 単価×

 被保険者数 ）

被用者保険国民健康保険

【国民健康保険】被保険者の人数に応じて保険料負担が増加

例（本県Ａ市の場合）

・子どもを２人産むと、

均等割＠33,600円/年×１/２（軽減措置）×２人＝ ３３，６００円/年の増加

【被用者保険】

被保険者の人数に応じた

保険料負担は無い

これまでの奈良県の対応

今後の奈良県の対応

軽減制度は創設されたが、その内容は、
・対象範囲は未就学児
・軽減割合は均等割保険料の５割

に留まっている。

○「医療保険制度間の公平と、子育て世帯
の負担軽減」の観点から、国保における
子ども （１８歳未満）の均等割保険料軽減
制度の創設について、国への要望活動を
実施。



④

国

市
町
村

一般会計

一般会計 国保特別会計

支払基金

・前期高齢者交付金

・後期高齢者支援金等

・都道府県繰入9%相当分
・高額医療費負担金1/4

相当分
・特定健診等1/3相当分

・保険基盤安定繰入金

➢ 保険者支援制度分1/2
➢ 新）未就学児均等割軽減分1/2

・保険給付費等交付金（普通交付金）
・保険給付費等交付金（特別交付金）

➢ 国特別調整交付金（市町村分）分
➢ 保険者努力支援制度交付金（市町村分）分
➢都道府県繰入金（２号）分
➢ 特定健診等2/3相当分

国保連合会

・連合会負担金
・共同化事業委託金

医療機関

被保険者

保険料 現金給付 ・保険給付費
・連合会委託料、手数料
・連合会負担金

・国保事業費納付金
・共同事業負担金

国保中央会

・特別高額医療
共同事業拠出金

・特別高額医療
共同事業交付金

・財政安定化
基金貸付金・
交付金

・財政安定化
基金償還金・
拠出金 ①

③

⑤

⑥

＜国民健康保険財政の仕組み＞

（厚生労働省国民健康保険課資料を元に作成）

・療養給付費等交付金

・介護納付金

・前期高齢者納付金

奈
良
県

⑦

７

一般会計

・定率国庫負担３２％相当分 ・高額医療費負担金1/4相当分
・調整交付金９％相当分 ・特定健診等1/3相当分
・保険者努力支援制度交付金 ・特別高額医療共同事業負担金

②

国保特別会計

地方交付税措置
・都道府県繰入金（県）
・高額医療費負担金（県）
・保険基盤安定繰入金（県・市町村）

➢ 法定軽減分
➢ 保険者支援制度分
➢ 新）未就学児均等割軽減分

・財政安定化支援繰入金（市町村）
・出産育児一時金等繰入金（市町村）

・保険基盤安定繰入金

➢ 法定軽減分3/4
➢ 保険者支援制度分1/4
➢新）未就学児均等割軽減分1/4

・保険基盤安定繰入金
➢ 法定軽減分
➢ 保険者支援制度分
➢ 新）未就学児均等割軽減分
※ 国・都道府県負担分も含む

・財政安定化支援繰入金
・出産育児一時金等繰入金



３ 令和２年度奈良県国民健康保険事業費特別会計 歳入歳出決算 概要

収支差 ６０．１億円の黒字

（ただし、国庫の精算に伴い令和３年度に３１．４億円の返還が必要なため、精算後収支差は＋２８．７億円）

○収支差の要因別内訳（決算額－予算額）

【歳入】療養給付費等負担金の増 ＋１４．７億円 【歳出】保険給付費等交付金の減 ▲３９．５億円
保険者努力支援制度交付金（県分）の増 ＋ ４．９億円 国保連合会委託料の減 ▲ ２．０億円
国民健康保険事業費納付金の増 ＋ ４．１億円

前期高齢者交付金の減 ▲ ８．５億円

８

新型コロナ影響（受診控え等）による医療費の減少を主要因とする黒字

【歳入】 【歳出】

国民健康保険事業費納付金等 35,187,108 35,581,781 394,673 総務費 556,612 356,150 ▲ 200,462

国庫負担金 24,784,274 26,300,288 1,516,014 保険給付費等交付金 99,458,792 95,506,272 ▲ 3,952,520

療養給付費等負担金 23,614,441 25,089,318 1,474,877 後期高齢者支援金等 17,604,938 17,604,937 ▲ 1

高額医療費負担金 929,000 1,004,681 75,681 前期高齢者納付金等 31,905 31,905 0

特別高額医療共同事業負担金 69,833 69,833 0 介護納付金 6,442,195 6,442,194 ▲ 1

特定健診等負担金 171,000 136,456 ▲ 34,544 特別高額医療費共同事業拠出金 187,621 164,796 ▲ 22,825

国庫補助金 11,569,634 11,974,274 404,640 基金積立金 824,385 791,715 ▲ 32,670

国民健康保険調整交付金 10,756,166 10,590,309 ▲ 165,857 国庫等返還金 1,166,520 1,166,519 ▲ 1

保険者努力支援制度交付金 811,176 1,381,223 570,047

国民健康保険制度関係業務事業費補助金 2,292 2,742 450 126,272,968 122,064,487 ▲ 4,208,481

一般会計繰入金 7,757,000 8,061,408 304,408

特定健康診査等負担金事業繰入金 171,000 143,416 ▲ 27,584

特別会計繰入金 6,642,000 6,911,625 269,625

高額医療費負担事業繰入金 929,000 993,026 64,026

一般管理費等繰入金 15,000 13,341 ▲ 1,659

基金繰入金 1,157,306 1,157,305 ▲ 1

繰越金 791,537 791,537 0

財産運用収入 42,395 178 ▲ 42,217

諸収入 44,983,714 44,210,466 ▲ 773,248

前期高齢者交付金 44,834,260 43,987,943 ▲ 846,317

療養給付費等交付金 367 0 ▲ 367

特別高額医療費共同事業交付金 149,087 194,034 44,947

保険給付費等交付金返還金等 0 28,489 28,489

126,272,968 128,077,237 1,804,269 ※表示単位未満で四捨五入しているため、数値の計と合計が一致しない場合がある

項目
①

予算額
(千円）

②
決算額
（千円）

差引
（②－①）
（千円）

項目
②

決算額
（千円）

差引
（②－①）
（千円）

合計

収支差（A）
（歳入－歳出）

6,012,750 千円

①
予算額
（千円）

合計

令和３年度国庫返還金(B）
（療養給付費等負担金返還金等） 3,138,766 千円

国庫精算後収支差(A-B） 2,873,984 千円

新型コロナ影響からの反動による医療費増への対応に
２３．７億円を活用（R３：７．８億円、R４：１５．９億円）



（１）第３期奈良県医療費適正化計画の令和２年度進捗状況

４ 奈良県国民健康保険における医療費適正化

※・R2想定目標値･･･年度ごとに目指すべき想定指標として、計画開始前のH29(一部28)年度の実績値を基準に目標値までの差分を目標達成年度までの年数で均等割り等したもの

    ・R2実績値の「未公表」･･･実績値にかかる関連データが厚生労働省等から令和４年２月１６日時点で公表されていないもの

 　　　・（参考）R1実績値及び達成状況で着色したものは、令和元年度進捗状況公表時点で「国等による関連データが公表されていないもの」に該当していたもの

○第３期奈良県医療費適正化計画（平成30年度～令和５年度）の令和２年度の進捗状況は上記のとおりであり、保険者協
議会を通じて、保険者と医療関係者が連携してＰＤＣＡを進めている。

○糖尿病性腎症による新規人工透析患者数の減少など、年度目標を達成しているものもあるが、後発医薬品の使用割合
や特定健康診査実施率などは、年々数値は改善しているものの、目標とは乖離がある状況。

９



（２）後発医薬品使用割合

後発医薬品使用割合

１０

○令和３年３月診療分の奈良県国民健康保険の後発医薬品使用割合は、７４．０％であり、全国４６位の水準となっている。

○国は令和５年度末までに全都道府県で使用割合８０％を達成するという新たな目標を掲げており、現在課題となっている後
発医薬品の安定供給確保に係る国、業界の対応を見極めつつ、期限までの目標達成を目指す。



（３）特定健康診査・特定保健指導実施率

特定健康診査実施率 特定保健指導実施率

１１

○令和２年度の奈良県国民健康保険の特定健康診査実施率は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、前年度比
マイナス２．７ポイントの３０．９％となった。（全国平均の前年度比はマイナス４．３ポイントで、奈良県の全国順位は、
Ｒ１：４０位→Ｒ２：３５位となった。）

○令和２年度の奈良県国民健康保険の特定保健指導実施率は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響もあり、前年度
比プラス０．２ポイントの１９．６％となった。（全国平均の前年度比はマイナス１．４ポイントで、奈良県の全国順位は、
Ｒ１：３９位→Ｒ２：３８位となった。）

○いずれも、全国に比べ対前年比は上回っているが、目標に向け着実に取り組んでいく。



（４）国保事務支援センターによる国保事務の共同化、医療費適正化等の推進

１２

○県と国保連合会との間で連携協定を締結し、平成３０年度から国保連合会内に国保事務支援センターを設置し、国保事務の
共同化や医療費適正化の取組等を推進。
国保事務支援センターの取組は、先進的な好事例として国の会議等でも紹介されている。

○保険料（税）口座振替キャンペーン 事業
収納率向上を目的に、保険料（税）の納付を口座振替に変更した被保険者を対象に抽選で景品を送付

○健康づくりインセンティブ事業
生活習慣改善の意識向上を目的に、特定健診を継続的に受診し、健診結果に改善がみられた被保険者

を対象に抽選で景品を送付

○医療費目標達成のための機動的な医療費適正化取組の実施

○収納コールセンター
・納付約束件数が６１５件、納付約束額が９，３５１万円（※R３.１２末時点）

○特定健康診査の受診率向上
・６６，４０５件の受診勧奨を実施、うち８，５２６件が健診を受診（※R３.１１末時点）

○糖尿病性腎症重症化予防関連
・５２９件の治療勧奨を実施、うち１３２件が医療機関を受診（※R３.１０末時点）

○後発医薬品の差額通知
・全市町村が年４回、計６６，８２１通を対象者に送付。

令和３年度の主な取組実績 令和４年度の新規取組


